
2

日本製紙グループ
ESGデータブック2025

サステナビリティ経営

● �当社の取締役会の監督のもと、代表取締役社長の下にSX推
進本部を設置し、環境経営の推進、リスクマネジメントの強
化、ESGに関する情報発信とステークホルダーとの関係強化
に取り組む体制を構築しています。

● �SX推進本部はこれまで、サステナビリティに関する活動につ
いて取締役会に報告しており、2024年度は、気候変動関連の
情報や危機対策訓練の実施、ESG評価機関による評価状況
などについて、計4回報告しました。

● �当社は、2011年から年1回、国内外のグループ会社を対象
に、環境・人権・コンプライアンスなどについて各社の対応
状況を確認するCSR調査を実施しています。2024年度は前
年度に続き、グループ各社のCSR担当者と課題共有を図るた
め、調査の分析結果をグループCSR連絡会 P10 において報
告しました。
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2  推進体制 3  �従業員等への教育・啓発
サステナビリティに関する教育・啓発の実績（2024年度）

受講対象者 受講人数 開催回数（頻度）

e-ラーニング 日本製紙グループ従業員 9,615人 １回（年１回）

サステナビリティ研修
日本製紙グループ新入社員 98人 １回（年１回）

日本製紙新任管理職 49人 １回（年１回）

サステナビリティ講演会 日本製紙グループ従業員
・日本製紙工場の協力会社 3,715人 １回（年１回）

森と紙のなかよし学校 P78 小中学生とその保護者 58人 2回（年2回）

1  基本的な方針
　日本製紙は、2004年に国連グローバル・コンパクトに署名・
参加しました。国連グローバル・コンパクトが定める4分野（人
権、労働、環境、腐敗防止）の10原則に基づき、企業グループ理
念の実現とともに、社会・環境の持続可能性と企業の将来にわ
たる成長の両立を追求するサステナビリティ経営を推進してい
ます。
　当社が加入している日本製紙連合会では、会員企業の議論の
もと、2023年に「日本製紙連合会サステナビリティ基本原則」
を制定しました。当社も当原則に従い、事業を通じた社会的責
任を果たしていきます。

国連グローバル・コンパクトへの参加
https://www.nipponpapergroup.com/csr/admin/ungc/

WEB

日本製紙連合会サステナビリティ基本原則
https://www.jpa.gr.jp/about/sustainability/principle/

WEB

人権の尊重に対する意識の啓発（日本製紙）

当社は、サステナビリティに関するステークホルダーの意識
啓発を提供する機会として、定期的に有識者による講演会
や社内研修を実施しています。2024年度は、人権をテーマ
に取り上げ、当社グループ従業員を主対象としたe-ラーニン
グやオンデマンド講演会を実施しました。e-ラーニングでは
ビジネスと人権に関する基礎を学ぶ機会を提供し、講演会
では、大村恵実弁護士（CLS日比谷東京法律事務所パート
ナー）をお招きして、人権尊重が職場や企業に与える影響
について、当社の取り組み紹介も含めた対談を行いました。
受講者や視聴者からは、「事業活動の一つひとつに人権が
関わっていることを知った」「互いに言動を注意し合うこと
で職場環境を改善したい」「取引先に無理な要請をしてい
ないか気を付けたい」などの感想が多く寄せられました。
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ガバナンスの充実

● �日本製紙は、監査役会設置会社の形態をとっています。

● �会計監査人は、EY新日本有限責任監査法人を選任しています。

監査役会

日本製紙グループ
監査役連絡会
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連携

代表取締役

人事・報酬諮問委員会

取締役会 会計監査人

株主総会

業務執行部門、グループ各社

経営執行会議
グループ経営戦略会議

経営監査室

2  コーポレートガバナンス体制

1  基本的な方針

コーポレートガバナンス報告書
https://www.nipponpapergroup.com/ir/governance/report/

コーポレートガバナンス基本方針P83

内部統制システムの構築に関する基本方針P87

❶取締役会
● �取締役会は、経営全般に対する監督機能を担い、経営の公正

性・透明性を確保するとともに、法令上取締役会が決定すべ
き事項とされている重要な業務執行の決定等を通じて、当社
のために最も適切な意思決定を行っています。また、代表取
締役および執行役員の職務執行の状況を監督しています。取
締役会の議長は、会長が務め、取締役会による監督機能の発
揮と強化に尽力しています。

● �取締役会は、サステナビリティ（持続可能性）を巡る環境・社
会的な課題の重要性に鑑み、役員および従業員の意識を高
めるとともに、ステークホルダーに配慮しながら課題解決に
向け積極的な取り組みを推進することを通じ、社会の持続可
能な発展と当社グループの企業価値の向上を図っています。

❷経営執行会議
● �経営執行会議は、社長の業務執行を補佐するために、 原則週

１回開催し、社長決裁権限事項など重要な業務執行の審議を
行っています。

● �構成メンバーは、原則として、社長、副社長および本部長です。

● �月に１回、経営執行会議の出席者に、社外役員と全工場長を
加え、経営層での月次決算情報の共有化を図っています。

WEB

コーポレートガバナンス体制図（2025年7月1日時点）

取締役会開催状況（2024年度）

取締役会開催回数：13回
取締役平均出席率：99.1％（うち社外取締役100％）
監査役平均出席率：100％（うち社外監査役100％）
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❸グループ経営戦略会議
● �グループ経営戦略会議は、必要に応じて開催し、事業分野ごと

の経営戦略などグループに関する重要事項について審議を
行っています。

● �構成メンバーは、社内取締役および社内監査役、主要なグ
ループ会社の社長、在京執行役員および本部長です。加えて、
社外役員も参加しています。

❹監査役・監査役会
● �監査役は、取締役会のほか、経営執行会議、グループ経営戦

略会議などの重要な会議に出席し、取締役の業務執行につい
て厳正な監視を行うとともに、当社の各部門・事業所および
グループ会社の往査を実施し、会社業務全般が適法・適正に
行われているかを厳しく監査しています。

● �監査役会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、相互理解を
深めるよう努めています。

● �監査役会は、グループ各社の監査役と連携強化を図り、グルー
プ監査の充実に努めています。

● �監査役会の構成メンバーは、監査役の4名です。

ガバナンスの充実

人事・報酬諮問委員会の実績（2024年度）

開催回数：6回
社外取締役の平均出席率：100％

3月
役員人事に関する
意見交換

2025年2月
代表取締役の
体制変更に関する
意見交換

11月
執行体制・役員に
関する意見交換

6月
役員報酬に関する
意見交換

監査役会開催状況（2024年度）

監査役会開催回数：14回
監査役平均出席率：100％（うち社外監査役100％）
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❺経営監査室
● �経営監査室は社長直属の組織として、当社およびグループ各社の内部監査と財務報告にかかる内部統制の整備・運用状況の総合評

価を行っています。2024年度は、内部監査の結果を当社の代表取締役社長や常勤監査役等へ2回、社外取締役および社外監査役へ
2回報告しました。

● �経営監査室は、監査役と、月1回、情報交換会を実施するなど、監査役監査と内部監査の連携を図っています。

❻人事・報酬諮問委員会
● �当社は、コーポレートガバナンスの一層の充実を図るため、取締役会の諮問機関として、独立役員である社外取締役3名と、当社の代

表取締役社長、総務・人事本部長を構成員とする人事・報酬諮問委員会を設置しています。

● �当委員会は、当社の代表取締役社長が委員長を務め、委員である独立社外取締役の適切な関与・助言を得ています。議長は原則とし
て委員長が務めますが、独立性と客観性の確保が特に必要な審議事項については、独立社外取締役が議長を務めています。

● �当委員会は、取締役および監査役候補者の選任プロセス、資質および指名理由、独立社外役員にかかる独立性判断基準等並びに役
員報酬体系等に関して、取締役会から諮問を受けて、その適切性等について、独立社外取締役の適切な関与・助言を得ながら検討
し、会社の業績等の評価も踏まえ、答申を行います。

● �取締役会は、当委員会の答申を得て、取締役・監査役候補者の指名および取締役の報酬等の決定を行います。

2024年4月
役員人事に関する
意見交換

役員報酬制度に
関する意見交換
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❶取締役候補者の指名方針
　取締役の候補者は、以下の要件をいずれも備えることを条件
に、取締役会で決定します。

①�当社グループの経営管理および事業運営に関する豊富な
知識、経験を有する者

②�当社業務における社会的な責任・使命を十分に理解し、 厳
しい自己規律に基づいて、経営管理および事業運営を公
正・的確に遂行しうる者

❷監査役候補者の指名方針
　監査役の候補者は、以下の要件をいずれも備えることを条件
に、幅広い多様な人材の中から、監査役会の同意を得て、取締
役会で決定します。

①�当社グループの経営管理および事業運営に関する豊富な
知識、経験を有する者

②�公正かつ客観的な立場から取締役の業務執行状況を監査
し、経営の健全性および透明性の向上に貢献しうる者

❸社外取締役・社外監査役
● �当社は、社外取締役（3名）と社外監査役（2名）を独立役員の

資格を満たす独立役員として指定しています。
● �社外取締役候補者と社外監査役候補者は、法令に定める社

外性の要件(過去に当社および当社の子会社の取締役、使用
人等となったことがないこと)に加え、以下の要件をいずれも
備えることを条件に、幅広い多様な人材の中から決定します。

①�東京証券取引所が定める独立性判断基準を満たし、一般
株主との間で利益相反が生ずるおそれがないと認められ
ること

②�当社の経営理念を理解し、当社グループの社会的な責務や
役割に十分な理解を有すること

● �社外取締役候補者は、上記の要件①②に加え、社外取締役と
しての役割を十分認識し、企業経営、経済、法務、会計、税務、
監査等の分野における専門的知識や経験を活かして、当社の
取締役および経営を監督し、的確・適切な意見・助言を行い
うるとの要件を備えることを条件として、取締役会で決定し
ます。

● �社外監査役候補者は、上記の要件①②に加え、社外監査役と
しての役割を十分認識し、企業経営、経済、法務、会計、税務、
監査等の分野における専門的知識や経験を活かして、中立
的・客観的な視点で取締役の業務執行状況を監査し、経営の
健全性および透明性の向上に貢献しうるとの要件を備えるこ
とを条件として、監査役会の同意を得た上で、取締役会で決
定します。

ガバナンスの充実

3  取締役会の構成
● �当社の取締役会は、各担当業務における業績とマネジメント

能力に秀でた社内取締役と、専門的な知識や経験の豊富な
社外取締役で構成することにより、取締役会全体としての知
識、経験、能力のバランスおよび多様性を確保しています。

● �取締役9名中3名が社外取締役であり、社外取締役のうち1名
は女性を選任しています。

● �監査役4名中2名が社外監査役であり、社外監査役のうち1名
は女性を選任しています。

● �当社が、各取締役に発揮することを期待する各スキルは、
「2030ビジョン」の基本方針および企業グループ理念の実
現に向けた経営の重要課題（マテリアリティ）を踏まえて特定
しています。

日本製紙 役員一覧
https://www.nipponpapergroup.com/about/corporate/officers/

WEB

取締役のスキル・マトリックス
（日本製紙グループ統合報告書2025 Ｐ.55）
https://www.nipponpapergroup.com/csr/npg_ir_2025_54-55.pdf

WEB

取締役会の構成（2025年6月27日現在） 男性： 女性：

取締役
9名

社外

社内

監査役
4名

社外

社内
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❹社長後継者
● �社長の後継者候補は、執行役員・取締役等の重要な役職を歴

任させることで育成することとしています。
● �取締役会の諮問機関として設置している人事・報酬諮問委員

会において、社長は、中長期的な経営課題に関する説明を行
い、意見交換の上で委員会の信任を求めています。同時に、今
後の経営課題を踏まえて社長が備えるべき資質と果たすべ
き職責について議論を深めています。

● �人事・報酬諮問委員会は、社長の選解任を含む役員人事につ
いて議論し、取締役会に答申を行います。答申を受けた取締
役会は、答申内容や議論経過等を精査し、候補者を決定しま
す。

● �取締役会は、このようなプロセスを通じて、後継者計画の策
定・運用を監督しています。

● �なお、将来的に当社の経営を担い得る人材確保という観点
では、特に総合職を中心として、さまざまな職種・事業所間の
ローテーション実施、部長職または関係会社や海外子会社の
トップといった重要なポスト・経営を補佐する立場への早期
抜擢など、高レベルで密度の濃い業務・職務を経験させるこ
とにより、次世代の役員候補者を育成・選抜しています。

❺取締役および監査役の研修等の方針
● �当社は、執行役員・取締役が、その役割および機能を果たす

ために必要とする事項（経済情勢、業界動向、法令順守、コー
ポレートガバナンス、財務会計、その他）に関する情報を継続
的に提供するとともに、執行役員・取締役が希望する外部研
修への参加機会を確保することにより、役員の職務執行を支
援しています。

● �当社は、社外取締役および社外監査役に対し、その就任時お
よび在任中適時に、当社グループの経営戦略、経営計画、各
種事業の状況、経営環境および経営課題等につき、各所管部
署または担当役員等から説明を行い、十分な理解が形成され
るための機会を確保しています。

ガバナンスの充実

4  �取締役および監査役の報酬等の 
決定に関する方針

● �社内取締役の報酬制度は、固定報酬、業績連動報酬、および
株式報酬で構成されています。その構成割合は、各報酬の目
的を踏まえて適切に設定しています。

● �社内取締役の月次報酬は、当社における職責に応じて基準額
を定め、そのうち70％を固定的に支給し、30％については、
原則として中期経営計画の達成度に応じて増減した上で支給
しています。基準額は、外部の客観的な調査データを活用し、
当社の業績、事業規模、経営環境等を考慮して決定していま
す。業績指標は、業績目標達成の動機付けとして有効に機能す
るように設定し、適宜、環境の変化に応じて見直しを行ってい
ます。

● �当社は、人事・報酬諮問委員会の答申を受け、2024年7月
以降の社内取締役の業績評価基準に、非財務指標として、
2030ビジョンにおける温室効果ガス排出量削減目標達成度
および従業員エンゲージメントに関する目標達成度を追加し
ています。

● �当社は、2019年度より、取締役の報酬と当社の株式価値と
の連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリット
のみならず、株価下落リスクまでも株主と共有することで、
当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献す
る意識を高めることを目的として、社内取締役に対して月次
報酬とは別に、株式報酬制度「株式給付信託（BBT：Board 
Benefit Trust）」を導入しています。

● �社外取締役および監査役には、月次報酬を固定的に支給しま
す。なお、その職責に鑑み、役員持株会への拠出は任意として
います。

環境に関わる
責任

持続可能な森林資源の
活用に関わる責任

お客さまに関わる
責任

人権と雇用・労働に
関わる責任

地域・社会への
責任

ESG データ
セクション

経営に関わる
責任 方針一覧
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ガバナンスの充実

社内取締役の報酬制度（日本製紙）

取締役および監査役の報酬等の総額※（2024年度）（日本製紙）

固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

方式 現金支給 ポイント付与

報酬枠 年額700百万円以内 年25,000ポイント以内（1ポイント＝1株）

支給時期 月次（賞与、退職慰労金はなし） 取締役退任時
（累積ポイントを株式等に換算して給付）

算定方法

職責に応じて基準額を定める

職責に応じたポイント数を付与
70%を固定的に支給 30%については、原則として中期経営計画の

達成度に応じて増減した上で支給

業績評価基準 -

財務指標
　70%：連結業績（売上高、営業利益）
　30%：単体業績（売上高、営業利益）
非財務指標
　❶�2030ビジョンにおける温室効果ガス排出量 

削減目標達成度
　❷従業員エンゲージメントに関する目標達成度

-

その他 一定額を役員持株会に拠出 -

人数
報酬等の種類別の総額

総額
固定報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役 9名 306百万円 89百万円 26百万円 422百万円

（うち社外取締役） （3名） （43百万円） （-） （-） （43百万円）

監査役 4名 62百万円 - - 62百万円

（うち社外監査役） （2名） （15百万円） （-） （-） （15百万円）

5  �取締役会の実効性評価
● �当社は、2015年度より、年1回、取締役会の実効性評価を

行っています。

● �取締役会の実効性評価は、取締役会事務局が、取締役会の運
営や取締役会における議論について、取締役と監査役にアン
ケートを行うことにより、実施しています。

● �アンケートの実施による自己評価・分析について、外部機関
の助言を得ています。また、アンケートの回答先を外部機関と
することで、匿名性を確保しています。

※ 百万円未満は切り捨てて表示しています

取締役会の実効性評価
https://www.nipponpapergroup.com/ir/governance/evaluation/

WEB

環境に関わる
責任

持続可能な森林資源の
活用に関わる責任

お客さまに関わる
責任

人権と雇用・労働に
関わる責任

地域・社会への
責任

ESG データ
セクション

経営に関わる
責任 方針一覧
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リスクマネジメント
1  基本的な方針

　日本製紙グループにおけるリスクとは、当社グループに物理
的、経済的、もしくは信用上の損失または不利益を生じさせる全
ての可能性であり、具体的には次の7項目になります。

　(1)法令等の順守に関するリスク

　(2)労務に関するリスク

　(3)業務に関するリスク

　(4)財務に関するリスク

　(5)災害等に関するリスク

　(6)情報システムに関するリスク

　(7)その他前項に準ずるリスク

2  �推進体制

監督報告

報告 指示

リスクマネジメント委員会
リスクマネジメント規程

委 員 長：日本製紙 社長
副委員長：日本製紙 副社長
事務局長：日本製紙 SX推進本部長

事務局：日本製紙 リスクマネジメント統括部
委　員：日本製紙 各本部※本部長、日本製紙クレシア 社長
　　　　日本東海インダストリアルペーパーサプライ 社長

日本製紙グループ製品リスク委員会
日本製紙グループ原材料委員会

日本製紙グループ環境委員会
日本製紙グループ安全防災委員会

緊急時に立ち上げ

危機対策本部
危機対策規程

本 部 長：日本製紙 社長
副本部長：日本製紙 副社長
事務局長：日本製紙 SX推進本部長
事 務 局：日本製紙 リスクマネジメント統括部
　　　　　および関係部長

日本製紙 取締役会

❶リスクマネジメント体制
● �当社取締役会の監督のもと、代表取締役社長を責任者とする

リスクマネジメント委員会を設置し、年１回以上開催しています
（2024年度開催回数：1回）。

● �リスクマネジメント委員会は、平常時は、リスクマネジメント規程
にのっとり、当社グループのリスクの定期的な洗い出しと評価
を行い、低減対策および発現時の対策を検討・審議しています。

● �緊急時は、危機対策規程にのっとり、危機対策本部を立ち上
げます。危機対策本部では地震や台風、感染症など、リスクに
応じて緊急時の初動対応とBCP（事業継続計画：Business 
Continuity Plan）を速やかに実行します。

● �製品安全、原材料調達、環境、安全防災に関わるそれぞれのリ
スクについては、当社における各担当部門の本部長が委員長
を務める委員会において検討・審議しています。

❷取締役会への報告
● �製品安全、原材料調達、環境、安全防災に関わるそれぞれのリ

スクについて、当社における各担当部門の本部長が委員長を
務める委員会にて検討・審議した内容は、リスクマネジメント
委員会を通じて当社の取締役会に報告します。

● �2024年度は、当社グループの事業リスクや各委員会から
の報告内容に加え、「首都直下型地震」を想定した危機対策
訓練、BCM（事業継続マネジメント：Business Continuity 
Management）などの対応状況を取締役会へ報告しました。

基本方針
①人命・安全を最優先する
②事業を継続する

上記基本方針のもと、国・地方自治体の指導や勧告に従い
協力する。

環境に関わる
責任

持続可能な森林資源の
活用に関わる責任

お客さまに関わる
責任

人権と雇用・労働に
関わる責任

地域・社会への
責任

ESG データ
セクション

経営に関わる
責任 方針一覧

※ �SX推進本部、総務・人事本部、企画本部、バイオマスマテリアル事業推進本部、管理本部、原材料本部、研究開発本部、技術本部、エネルギー事業本部、営業企画本部、紙パック営業本部、ケミカル
営業本部
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リスクマネジメント

3  リスクマネジメント活動
❶リスクの抽出
● �2024年度は、当社（本社・工場）、国内連結子会社と非連結子会社3社および海外連結子会社３社を対象にリスク調査を行い、リス

クの抽出とともに、2024年度に顕在化したリスクと今後重要性を増すリスクも確認しました。

● �その結果をもとに関係部門やリスクマネジメント委員会で討議し、当社グループの事業リスクを以下のように認識しています。

❷BCPの整備
● �近年、頻発する大規模自然災害については、2020年度に取り

組んだBCMの枠組みに基づき、BCPの整備を継続して進めて
います。

● �当社（本社）では、各部においてBCPを取りまとめ、社内に周知
しています。BCPに基づき、食料・生活物資の備蓄に加えて、危
機対策本部立ち上げ時に必要となる備品を追加するとともに、
重要業務の選定を行いました。

● �当社（工場）では、想定災害を地震・津波、台風・水害、火山の噴
火として、既存のBCPの見直しに取り組んでいます。

● �当社グループ各社のうち、30社で危機対策規程を整備してい
ます。

❸危機管理（クライシスマネジメント）の強化
● �当社（本社）では、発生時の初期対応などの危機管理能力を高

めることを目的として、BCMの枠組みのもとで危機対策本部
のスムーズな設置に関する訓練を定期的に行っています。

● �2023年度は、休日における大規模災害発生を想定した、オン
ラインによる危機対策本部の設置訓練を実施しました。

● �2024年度は、首都直下型地震の発生時に、当社岩国工場に
本社機能の一部を移管し、危機対策本部を立ち上げることを
想定した訓練を実施しました。

当社グループの主要な事業リスク（2024年度）

概要 リスクを軽減する主な取り組み

経営戦略に関する
重要なリスク

人材確保のリスク
● 多様な背景を持つ人材の積極的な採用・育成
● 柔軟な働き方を支える職場環境の整備
● 操業現場の自動化・省人化

Opal社収益改善の遅延に関するリスク
● メアリーベール工場の生産体制最適化および操業安定化 
● パッケージ事業における設備投資による生産能力増強と生産性向上

気候変動に関するリスク
● 省エネ、再生可能・廃棄物エネルギー比率増等によるGHG排出量削減 
● J-クレジットの活用　● エリートツリー推進

グラフィック製品の需要減少に関するリスク
● グラフィック用紙の生産体制再編成による競争力強化 
● 環境配慮型製品の開発・ラインアップ拡充による販売数量の維持・拡大 
● 海外向け製品の開発と販売供給体制強化による輸出拡大

バイオマス素材事業拡大の遅延に関するリスク
● バイオマス素材製品の用途開発、事業化、販売拡大
● オープンイノベーションの推進　● 積極的な知財戦略

サプライチェーンマネジメントに関するリスク
● 複数地域、複数ソースからの調達　● 在庫水準の見直し 
● 日本製紙グループ横連携強化による融通および調達網拡大 
● 他社との海上共同輸送　● トラック受入予約システムの導入

自然災害及び感染症等のリスク
● 危機対策本部の立ち上げ　● BCPの整備 
● 災害想定に基づく各種訓練の定期的な実施　● 感染症予防対策の徹底

事業環境および
事業活動に関する
主なリスク

生産設備に関するリスク ● 計画的な老朽化対策　● 予防保全

コンプライアンスに関するリスク ● 定期的な教育・研修　● コンプライアンス意識調査

労働者の安全衛生に関するリスク ● 労働安全衛生マネジメントシステムの運用

製造物責任に基づくリスク ● グループ製品リスク委員会による監督　● 生産物賠償責任保険の活用

環境法令関連のリスク ● 環境法令関連の周知・順守

情報システムに関するリスク
● サイバー攻撃に備えたシステムの構築や運用
● 個人情報管理体制の強化

知的財産紛争に関するリスク ● 知的財産権の保護　● 社内教育

事業等のリスク
https://www.nipponpapergroup.com/ir/policy/risk/

WEB
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地域・社会への
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セクション

経営に関わる
責任 方針一覧
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コンプライアンス
1  基本的な方針 ● �日本製紙SX推進本部内のコンプライアンス室が「グループ

CSR連絡会」の中で、グループ各社のコンプライアンス担当責
任者とコンプライアンスに関する連携の充実を図っています。

● �コンプライアンスに関する活動について取締役会に報告して
おり、2024年度は内部通報制度の運用状況、コンプライアン
ス研修実績などについて報告しました。

● �内部通報制度の運用状況については、取締役会のほか四半
期ごとに監査役および経営執行会議にも報告しています。

● �コンプライアンスに関する実態把握を目的として、2023年度に当
社と一部のグループ会社の全従業員、2024年度に前年度未実施
のグループ会社を対象としたコンプライアンス意識調査を実施し
ました。調査結果は経営執行会議などで報告されるとともに、結果
を受けて内部通報制度の利便性向上などの施策を行っています。

4  個人情報の保護
● �当社は「日本製紙 個人情報保護に関する基本方針」を制定し

て、個人情報管理を実施しています。

● �当社は、個人情報保護法の趣旨に基づき、各部門が保有する
個人情報の入手時期や使用目的などを管理台帳にまとめて
把握・管理しています。

● �個人情報台帳は、年1回、総点検することにより、適切な管理
を継続して行っています。

● �2024年度は顧客データの紛失に関して、具体化された不服
申し立ての事例はありませんでした。

3  行動憲章・行動規範
● �企業グループ理念の実現に向け、時代に即した企業の社会的

責任を果たすために、2024年10月に、従来の「日本製紙グ
ループ行動憲章」「日本製紙(株)行動規範」を、取締役会によ
る承認を経て改定しました。

● �従来は行動憲章のみがグループ共通であり、行動規範は各社
で作成していましたが、グループ全従業員が同じ価値観を共有
し一貫した基準で行動することで社会的信頼と企業全体のブ
ランド価値を高めるべく、今回の改定に合わせ、行動規範もグ
ループ共通としました。

● �行動憲章および行動規範は、SX推進本部が推進役となり社内
への浸透に取り組んでいます。

日本製紙グループ行動憲章P88

日本製紙グループ行動規範P89

日本製紙グループ 競争法遵守基本方針P91

日本製紙グループ 公務員に対する贈賄防止基本方針P90

内部統制システムの構築に関する基本方針P87

コーポレートガバナンス基本方針P83

2  �推進体制

連携

コンプライアンス室

グループ各社

コンプライアンス担当責任者

日本製紙 SX推進本部 
リスクマネジメント統括部

グループCSR連絡会

報告 監督

日本製紙 取締役会 

連携

● 法務室
● 経営監査室
● 人事部　など

5  情報システムセキュリティ
● �当社は「情報システムセキュリティ対策規則」を制定して、情報

システムセキュリティ対策を実施しています。

● �当社は、管理本部長を情報システムセキュリティ統括責任者（情報
システムセキュリティの担当役員）とする情報システムセキュリティ
体制を構築しており、毎年、セキュリティインシデントなどについて
リスクマネジメント委員会を通じて取締役会へ報告しています。

● �2024年度でのセキュリティインシデントにあたる事例は、グ
ループ会社で１件発生しました。

● �サイバー攻撃やウイルス感染などインシデント発生時の被害
拡大や再発を防止するため、対応の体制や手順を整備し、グ
ループ従業員に対する教育 P12 を行っています。

日本製紙 個人情報保護に関する基本方針
https://www.nipponpapergroup.com/terms/#ancPolicy

WEB
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コンプライアンス

連携

グループ各社

コンプライアンス担当責任者

回答通報・相談

回答通報・相談内容の通知

通
報
・
相
談

回
答

グループ外窓口

相談受付専門会社 弁護士事務所

利用者
日本製紙グループの役員、従業員、嘱託社員、契約社員、派遣社員、

常駐の請負従業員、退職後1年以内の退職者など

コンプライアンス室

日本製紙 SX推進本部 リスクマネジメント統括部 
グループ内窓口

内部通報対応体制

8  通報制度（救済措置）
❶内部通報制度の仕組み
● �当社は、人権（ハラスメント・労働条件等）や腐敗（贈収賄・競

争法違反等）、環境などに関する法令や企業倫理に違反する
行為について、日常の指示系統を離れて直接通報・相談できる

「日本製紙グループヘルプライン」を設置しています。

● �コンプライアンス室が通報を受け付け、法令や企業倫理に違反
する懸念があるものについては事実調査を行います。事案の重
要性に鑑み、社内処分や注意・指導、ｅ-ラーニング等による従
業員への意識啓発などの是正措置・再発防止策を、通報者に配
慮しながら実施しています。

● �相談・通報は、電話、Eメール、手紙など複数の経路で受け付
けています。2024年4月からは、チャットサービスによる受け
付けも新たに追加しました。

● �通報者のプライバシー保護には最大限の配慮を行っています。

● �内部通報制度は匿名による利用も可能ですが、匿名であると
通報内容に関する調査に限界があるため、できるだけ実名で
相談することを推奨しています。

● �2022年6月の公益通報者保護法改正に合わせ、利用対象者
に退職後1年以内の従業員を加えるとともに、通報を理由とし
た不利益な取り扱いの禁止・個人情報の保護などを社内規則
に定めています。

● �全グループ従業員および請負業者等へのコンプライアンス
カード配布や、社内報での毎号の掲載などを通じて、対象者
に相談窓口を定期的に周知しています。

❷内部通報制度の運用状況と対応
● �2024年度は69件（2023年度：43件、2022年度：61件）の

相談・通報があり、内訳は、ハラスメントに関するものが約5
割、労働関係の規則やその運用に関する疑義が約2割、業務
上の指示や対応に関する疑義が約1割でした。

● �件数の多いハラスメントについては、防止をさらに強化する
ため、当社では以下のハラスメント教育を実施しています。

　・�全従業員※を対象とした、ｅ-ラーニング・動画による教育
（2023年度より継続）
※ 派遣・非常勤の方も含む

　・本社管理職を対象としたオンライン研修（2024年度）

　・本社部門長を対象とした、対面形式の研修（2024年度）

❸利用対象以外からの意見の受け付け
　「日本製紙グループヘルプライン」の利用対象以外の第三者

（顧客・取引先など）からの意見等は、日本製紙グループウェブ
サイト「お問い合わせ」 WEBを通じて受け付け、当社コンプライ
アンス室をはじめ関係部門で適切に対応しています。
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7  知的財産権の保護
　当社グループは、事業活動を通じて得た情報を適切に管理し、
他者の知的財産権を尊重します。

6  腐敗防止
● �当社グループは、企業グループ理念を実現するために、社員

が重視する価値のひとつに「Fairness」を掲げています。

● �当社グループでは、各種研修において、事業活動を行う国内外
の現地行政や公務員との不適切な関係や、営業または購買活
動における顧客や取引先等との不適切な利益の授受を行わ
ないなど、腐敗防止（贈収賄防止・競争法順守）に関する内容
を、当社グループ従業員に対して教育するとともに、疑いのあ
る事例が発生すれば是正の取り組みを行っています。

● �2023年度に発生したグループ会社における公正取引委員会
からの排除措置命令等の事案を受け、当該グループ会社をは
じめグループ各社にて、各種研修の実施など独占禁止法の順
守にむけた取り組みを徹底し、再発防止に努めています。

● �当社は、「パートナーシップ構築宣言」で、親事業者と下請事
業者との望ましい取引慣行を順守し、取引先とのパートナー
シップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的
に取り組むことを宣言しています。
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コンプライアンス

9  従業員への教育
コンプライアンスに関する教育の実績（2024年度）

当社グループでは、計画的・継続的に従業員のコンプライアンス意識を喚起する活動を行っています。

主管部門 テーマ・タイトル 受講対象者 受講人数 開催回数（頻度）

リスクマネジメント統括部／
コンプライアンス室

コンプライアンス全般

グループ新入社員 94人 1回

日本製紙新任管理職 48人 1回

グループ新任役員・日本製紙新任工場長 22人 1回

日本製紙役員・工場長 40人 1回（年１回）

ハラスメント関係 グループ従業員 7,915人 1回

独占禁止法 グループ従業員 2,176人 2回

品質コンプライアンス 日本製紙従業員 56人 1回

行動憲章・行動規範の浸透 グループ従業員 6,606人 1回

法務室※1
反贈賄／競争法順守 グループ従業員（工場操業担当者を除く） 4,470人※2 1回

法務リスクへの感度を上げよう 日本製紙管理職 1,401人※2 1回

知的財産部 特許の基礎知識等 グループ従業員 計817人 計23回

情報システム部 情報漏えい事故の防止等 グループ従業員 6,435人※2 1回（年1回）

※1 インサイダー取引防止、反社会的勢力の排除、個人情報保護、契約書の作成と保管、反贈賄／競争法順守、法務リスクへの感度を上げようの6つのテーマの講座を半年ごとに1講座ずつ順番に開講
※2 協力会社等を含む
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ステークホルダーとの対話
1  基本的な方針

2  投資家との対話
❶株主総会
● �日本製紙は、株主総会の活性化と議決権行使の円滑化に向

けて、株主総会招集ご通知をはじめとした会社情報の適時・
適切な提供・開示に取り組んでいます。

● �株主総会招集ご通知は読みやすさ・見やすさに加え、内容の
充実という観点から改善に取り組んでおり、事業報告の「対処
すべき課題」には、中期経営計画2025の達成に向けた取り
組みの進捗や課題を詳述しています。

● �株主総会招集ご通知は日本語と英語で開示し、英文にも事業
報告・計算書類の内容を含んでいます。

● �議決権電子行使プラットフォームへの参加に加え、スマート
フォン等による議決権行使方法の周知に努め、株主の皆さま
の大切な権利である議決権の行使環境を整備しています。

❷IR活動
● �当社経営企画部は、関係部門と連携して、株主・投資家との建

設的な対話の機会を持ち、資本提供者の目線からの経営分
析や意見を収集しています。

● �定期的に、グループ経営戦略会議等にて、IR活動の報告を
行っています。

● �当社は、株主に対し、年2回株主通信を郵送しています。

3  投資家以外のステークホルダーとの対話
● �当社グループは、ウェブサイトやSNSで企業活動に関する情

報を発信し、ご質問やご意見を受け付けています。

● �個別の対話を含むコミュニケーション活動を、多様なステー
クホルダーと実施することで、企業活動や取り組み内容の向
上に努めています。

ステークホルダー 主な対話手段

従業員

● �従業員エンゲージメント調査 P73（年1回）
● 労使協議会 P73（原則年2回）
● 人事希望調査・面談（年1回）
● 相談窓口（内部通報制度） P11
● 社内報（冊子版：年4回、電子版：随時）
● イントラネット
● デジタルサイネージ
● 本部長と他部門若手総合職のコミュニケーション P73

顧客・消費者
● 営業活動を通じた対話
● お問い合わせ窓口

サプライヤー
● 営業活動を通じた対話
● サプライヤーアンケート調査 P16（年1回）
● 現地でのヒアリング・意見交換

地域・社会
● 森と紙のなかよし学校 P78

● 環境コミュニケーション P27
● お問い合わせ窓口

NPO・NGO ● 人権に関する意見交換会 P65（年1回以上）

学生
● インターンシップ・オープンカンパニー
● 講義登壇
● 学内セミナー

主なコミュニケーション活動

コーポレートガバナンス基本方針P83

コーポレートガバナンス報告書
https://www.nipponpapergroup.com/ir/governance/report/

WEB

情報開示基本方針（ディスクロージャー・ポリシー）　P91

日本製紙グループ行動憲章P88
実施回数

決算・経営説明会 2回

決算説明会 2回

個別ミーティング 135回

　うちESGに関するミーティング 4回

社外取締役スモールミーティング 1回

研究所説明会 1回※

統合報告書の発行 1回

IR活動の実績（2024年度）

IR資料室
https://www.nipponpapergroup.com/ir/library/

WEB

日本製紙グループ SNSギャラリー
https://www.nipponpapergroup.com/about/sns/

WEB

研究所説明会（日本製紙）

2025年4月、アナリストや機関投資家、メディア関係者
を招き、当社グループが進める事業構造転換において、
研究開発部門が担う役割と最新の技術動向を共有する
ことを目的に、研究所説明会を実施しました。木質資源を
最大限に活用する技術により、広範な分野で新規事業の
拡大を目指す当社の戦略を説明しました。また個別の新
規製品の対象市場や特長、開発・販売状況、今後の見込
み等を紹介し、質疑応答を行いました。

事 例

環境に関わる
責任

持続可能な森林資源の
活用に関わる責任

お客さまに関わる
責任

人権と雇用・労働に
関わる責任

地域・社会への
責任

ESG データ
セクション

経営に関わる
責任 方針一覧

※ 2025年4月に実施


